
 - 1 -

資料６ 

 

システムインタフェースの変更点について（案） 

 

 

主な変更点は以下のとおり。 

１．【都道府県】 

  ○「事業所異動連絡票情報（基本情報）」 
   ・指定／基準該当等事業所区分コードに「地域密着型事業所」を追加する。 

  ○「事業所異動連絡票情報（サービス情報）」※レイアウト変更あり 
   ・地域密着型サービスの指定保険者番号等を設定する。（既存の基準該当情報登録項

目に設定） 
   ・介護サービス、介護予防サービス、地域密着型サービスの体制等状況を設定する。 

・介護サービス、介護予防サービス、地域密着型サービスのサービス種類、施設等

区分、人員配置区分コードを追加する。 
  ・事業所更新制の導入に伴い、指定有効開始年月日、指定有効終了年月日、指定更 

新申請中区分、効力停止開始年月日、効力停止終了年月日を追加する。 

  ○「事業所異動連絡票情報（介護支援専門員情報）」 （新規追加） 
   ・介護支援専門員情報の取り込みに伴い、審査支払及び適正化等で使用する支援専 

門員情報を追加する。 

○「事業所情報更新結果情報（支援専門員情報）」及び「事業所台帳情報（支援専門員

情報）」 （新規追加） 

・入力情報に準じて修正を行う。 
 

２．【サービス事業所】 

  ○「請求明細書情報」※レイアウト変更あり 
   ・介護予防サービスを設定する交換情報を新たに追加する。 
   ・地域密着型サービスは、既存の介護分の様式、又は、予防分の様式のいずれかに 

設定する。 
   ・認知症対応型共同生活介護と特定施設入居者生活介護を別様式とする。 

   ・認知症対応型共同生活介護について、短期利用型を別様式とする。 

  ○「増減単位数通知書情報」、「返戻保留一覧表情報」、「支払決定額内訳書情報」、「過

誤決定通知書情報」、「再審査決定通知書情報」 
・サービス種類コードに介護予防サービス、地域密着型サービスを追加する。 

   ・過誤申立事由コードに請求明細書情報の追加様式を追加する。 
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３．【支援事業所】 

  ○「給付管理票情報」※レイアウト変更あり 
   ・居宅サービス計画作成区分コードに地域包括支援センター作成を追加する。 
   ・指定サービス分、基準該当サービス分の小計を設定不要とする。 

   ・介護支援専門員情報を追加する。 

  ○「請求明細書情報（サービス計画費）」※レイアウト変更あり 
   ・介護予防支援を設定する交換情報を新たに追加する。 

   ・介護支援専門員情報を追加する。 

  ○「返戻保留一覧表情報」、「支払決定額内訳書情報」、「過誤決定通知書情報」 

・サービス種類コードに介護予防サービスを追加する。 

  ○「ケアプラン目標達成情報」、「ケアプラン目標達成者台帳情報」、「ケアプラン目標

達成情報登録対象者一覧表情報」 （新規追加） 
・事業評価加算で使用する。 

・情報の授受は地域包括支援センターと行う。 

 

４．【保険者】 

  ○「受給者異動連絡票情報」、「受給者情報突合情報」、「受給者情報更新結果情報」、「受

給者台帳情報」及び「受給者情報突合結果情報」 
   ・居宅サービス計画作成区分コードに介護予防支援事業所作成を追加する。 
   ・介護予防サービスの支給限度基準額等を設定する。 

  ○「市町村固有異動連絡票情報」、「市町村固有情報更新結果情報」及び「市町村固有 
情報」※レイアウト変更あり 

   ・介護予防サービス、地域密着型サービス、経過的要介護の区分支給限度額、種類

支給限度額を追加する。 

  ○「地域密着型サービスコード異動連絡票情報」 （新規追加） 

   ・保険者が独自に定める地域密着型サービスの単位数を設定する。 

  ○「過誤申立書情報」、「過誤決定通知書情報」、「再審査決定通知書情報」、「資格照合

表情報」、「請求額通知書情報」、「審査決定請求明細書情報」、「公費受給者別一覧表

情報」及び「介護給付費通知書情報」 
   ・サービス種類コードに介護予防サービス、地域密着型サービスを追加する。 
   ・過誤申立事由コードに請求明細書情報の追加様式を追加する。 
   ・介護予防サービス、地域密着型サービスの収入科目コードを追加する。 
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国保連合会とのインタフェースの変更点（案）について 
 

平成１８年４月施行の介護保険制度改正、及び、介護報酬改定等に伴う連合会とのインタフェー

スの変更について、その基本方針を以下に示す。 

 

１．外部インタフェース仕様 

平成１８年５月以降提出分に対する 

連合会の対応 区

分 

インタフェース

種類 

交換情報 

識別番号 
レイアウト方針 

平成１８年３月 

以前の情報 

平成１８年４月 

以降の情報 

事業所異動連絡

票情報（基本情

報） 

追加なし ・レイアウト変更なし 

 

指定／基準該当等事業所区分コ

ードに「地域密着型事業所」を

追加 

 

事業所異動連絡

票情報（サービ

ス情報） 

追加なし ・レイアウト変更あり 

 

①地域密着型サービスの指定保険

者番号等を設定（既存の基準該

当情報登録項目に設定） 

 

②介護サービス、介護予防サービ

ス、地域密着型サービスの体制

等状況を設定 

 

③介護サービス、介護予防サービ

ス、地域密着型サービスのサー

ビス種類、施設等区分、人員配

置区分コードを追加 

 

④体制等状況の追加に備えて、予

備２１～４０を追加 

 

⑤事業所更新制の導入に伴い、指

定有効開始年月日、指定有効終

了年月日、指定更新申請中区分、

効力停止開始年月日、効力停止

終了年月日を追加 

 

新規追加項目・コー

ドについて、異動年

月日が平成１８年３

月３１日以前の情報

は未設定であっても

エラーとしない。設

定している場合は通

常のチェックをす

る。 

事業所異動連絡

票情報（介護支

援専門員情報） 

新規 介護支援専門員情報の取り込みに

伴い、連合会審査及び適正化等で

使用する支援専門員情報を追加 

 

送付不要 

異動年月日が平成１

８年４月１日以降、必

要に応じて左記を設

定する。 

・事業所情報更

新 結 果 情 報

（基・サ） 

・事業所台帳情

報（基・サ） 

追加なし 入力に応じて左記を

設定する。 

都
道
府
県 

・事業所情報更

新 結 果 情 報

（支） 

・事業所台帳情

報（支） 

新規 

レイアウト方針は入力情報に準じ

る 

出力なし 

入力に応じて左記を

設定する。 

資料７ 
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平成１８年５月以降提出分に対する 

連合会の対応 区

分 

インタフェース

種類 

交換情報 

識別番号 
レイアウト方針 

平成１８年３月 

以前の情報 

平成１８年４月 

以降の情報 

請求明細書情報 追加あり ・ レイアウト変更あり 

  

①介護予防サービスを設定する交

換情報を新規に追加する 

 

②地域密着型サービスは既存の介

護分の様式、或いは、①で追加

した予防分の様式のいずれかに

設定するものとする 

 

③認知症対応型共同生活介護と特

定施設入居者生活介護を別様式

とする 

 

④認知症対応型共同生活介護に

て、短期利用型を別様式とする

現行通り 新様式の審査を行う 

サ
ー
ビ
ス
事
業
所 

・増減単位数通

知書情報 

・返戻保留一覧

表情報 

・支払決定額内

訳書情報 

・過誤決定通知

書情報 

・再審査決定通

知書情報 

追加なし ・ レイアウト変更なし 

 

①サービス種類コードに介護予防

サービス、地域密着型サービス

を追加 

 

②過誤申立事由コードに請求明細

書情報の追加様式を追加 

現行通り 介護予防サービス、地

域密着型サービスを

出力 

給付管理票情報 追加あり ・ レイアウト変更あり 

①居宅サービス計画作成区分コー

ドに地域包括支援センター作成

を追加 

 

②指定サービス分、基準該当サー

ビス分小計を設定不要とする 

 

③介護支援専門員情報を追加 

現行通り 新様式の審査を行う 

請求明細書情報 

（サービス計画

費） 

追加あり ・ レイアウト変更あり 

  

①介護予防支援を設定する交換情

報を新規に追加する 

 

②摘要欄を追加 

 

③介護支援専門員情報を追加 

現行通り 新様式の審査を行う 

・返戻保留一覧

表情報 

・支払決定額内

訳書情報 

・過誤決定通知

書情報 

追加なし ・ レイアウト変更なし 

 

サービス種類コードに介護予防サ

ービスを追加 

 

現行通り 介護予防サービスを

出力 

ｹｱﾌﾟﾗﾝ目標達成

情報 

送付不要 目標達成情報を管理

する 

ｹｱﾌﾟﾗﾝ目標達成

者台帳情報 

・事業所評価加算で使用する 

・情報の授受は地域包括支援セン

ターと行う 

・設定した目標を達成したと認め

た者の情報 

出力なし 入力に応じて左記を

設定する 

支
援
事
業
所 

ｹｱﾌﾟﾗﾝ目標達成

情報登録対象者

一覧表情報 

新規 

・ケアプラン目標達成情報の登録

対象者情報 

出力なし 該当情報が存在する

場合に出力する 
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平成１８年５月以降提出分に対する 

連合会の対応 区

分 

インタフェース

種類 

交換情報 

識別番号 
レイアウト方針 

平成１８年３月 

以前の情報 

平成１８年４月 

以降の情報 

・受給者異動連

絡票情報 

・受給者情報突

合情報 

 

現行通り 認定有効開始年月日

が平成１８年４月１

日以降、必要に応じて

左記を設定する。 

経過的要介護の区分

支給限度額が現行の

要支援と異なる値の

場合、情報の再提出が

必要になる。 

・受給者情報更

新結果情報 

・受給者台帳情

報 

・受給者情報突

合結果情報 

追加なし 

 

・ レイアウト変更なし 

 

①居宅サービス計画作成区分コー

ドに介護予防支援事業所作成を

追加 

 

②介護予防サービスの支給限度基

準額等を設定 

現行通り 入力に応じて左記を

設定する。 

・市町村固有異

動連絡票情報 

 

現行通り 異動年月日が平成１

８年４月１日以降、必

要に応じて左記を設

定する。 

・市町村固有情

報更新結果

情報 

・市町村固有情

報 

追加なし 

 

・ レイアウト変更あり 

 

介護予防サービス、地域密着型サ

ービス、経過的要介護の区分支給

限度額、種類支給限度額を追加 現行通り 入力に応じて左記を

設定する。 

地域密着型ｻｰﾋﾞ

ｽｺｰﾄﾞ異動連絡

票情報 

送付不要 単位数情報を管理す

る 

・地域密着型ｰﾋﾞ

ｽｺｰﾄﾞ情報更

新結果情報 

・地域密着型ｰﾋﾞ

ｽｺｰﾄﾞ情報 

新規 

 

保険者が独自に定める地域密着型

サービスの単位数を設定する 

出力なし 入力に応じて左記を

設定する 

・過誤申立書情報 

・過誤決定通知

書情報 

・再審査決定通

知書情報 
・資格照合表情報 

・請求額通知書

情報 

・審査決定請求

明細表情報 

・公費受給者別

一覧表情報 

・介護給付費通

知書情報 

追加なし ・ レイアウト変更なし 

 

①サービス種類コードに介護予防

サービス、地域密着型サービス

を追加 

 

②過誤申立事由コードに請求明細

書情報の追加様式を追加 

 

③介護予防サービス、地域密着型

サービスの収入科目コードを追

加（※平成１８年４月審査分よ

り適用） 

①②現行通り 

 

③新規収入科目コー

ドで出力する 

介護予防サービス、地

域密着型サービスを

出力 

保険者向け給付

管理票情報 

 支援事業所編に準じる 左記同様 左記同様 

保
険
者 

償還明細書 

給付実績 

 サービス事業所インタフェース

「請求明細書」の内容に準じる 

左記同様 左記同様 
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２．インタフェース項目案 

 現時点における、各インタフェース項目の変更案等を以下に示す。 （網掛け、及び、下線部分が

変更点である。） 
 
＜＜２－１．都道府県インタフェース＞＞ 
 （１） 事業所異動連絡票情報（基本情報） 

必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４

事業所異動連絡票情報

（基本情報）の識別番号

を設定する 

○ ○ ○ “5112”固定 

２ 異動年月日 数字 ８

事業所の指定等に関して

取得または変更等が生じ

た 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する

○ ○ ○ ※２ 

３ 異動区分コード 数字 １
異動区分コードを設定す

る 
○ ○ ○ ※３ 

４ 異動事由 数字 ２
事業所情報の異動事由を

設定する 
○ ○ ○ 01（固定値）

５ 事業所番号 数字 １０ 事業所番号を設定する ○ ○ ○ ※３ 

６ 事業所所在地市町村番号 数字 ３

総務省の定める事業所が

所在する地域に該当する

市町村番号を設定する 

○   ※４ 

７ 氏名（カナ） 英数 ２５
申請（開設）者氏名をカ

ナ文字で設定する 
    

８ 氏名（漢字） 漢字 ４０
申請（開設）者の名称を

全角文字で設定する 
○    

９ 郵便番号 数字 ７ 郵便番号を設定する ○    

１０ 住所（カナ） 英数 ７５
申請（開設）者の住所を

カナ文字で設定する 
    

１１ 住所（漢字） 漢字 １２８
申請（開設）者の住所を

全角文字で設定する 
○    

１２ 電話番号 英数 １２
申請（開設）者の電話番

号を設定する 
    

１３ 

申
請
（
開
設
）
者 

ＦＡＸ番号 英数 １２
申請（開設）者の FAX を

設定する 
    

１４ 氏名（カナ） 英数 ２５
代表者氏名をカナ文字で

設定する 
    

１５ 氏名（漢字） 漢字 ４０
代表者氏名を全角文字で

設定する 
○    

１６ 職名 漢字 ２０
代表者の役職名を全角文

字で設定する 
○    

１７ 郵便番号 数字 ７ 郵便番号を設定する ○    

１８ 住所（カナ） 英数 ７５
代表者の住所をカナ文字

で設定する 
    

１９ 

代
表
者 

住所（漢字） 漢字 １２８
申請（開設）者の住所を

全角文字で設定する 
○    

２０ 法人等種別コード 数字 ２
事業所の法人等の種別を

コードで設定する 
○   ※３ 



- ５ - 

必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

２１ 
指定／基準該当等事業所

区分コード 
数字 １

指定又は基準該当等の事

業所の区分をコードで設

定する 

○   

1:指定事業

所 

2:基準該当

事業所 

3:相当サー

ビス事業所

（地域密着

型事業所も

含む） 

4:その他 

5:地域密着

型事業所 

 
※１： 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２： 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３： 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※４： 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧 市町村コード（事業所所在地）」参照。

(P.31) 
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 （２） 事業所異動連絡票情報（サービス情報） 

必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４

事業所異動連絡票情報

（サービス情報）の識別

番号を設定する 

○ ○ ○ “5213”固定 

２ 異動年月日 数字 ８

事業所の指定等に関して

取得または変更等が生じ

た年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する

○ ○ ○ 

※２ 

３ 異動区分コード 数字 １
異動区分コードを設定す

る 
○ ○ ○ 

※３ 

４ 異動事由 数字 ２
事業所情報の異動事由を

設定する 
○ ○ ○ 

01（固定値）

５ 事業所番号 数字 １０ 事業所番号を設定する ○ ○ ○ ※３ 

６ 氏名（カナ） 英数 ２５
管理者氏名をカナ文字で

設定する 
    

７ 氏名（漢字） 漢字 ４０
管理者氏名を全角文字で

設定する 
○    

８ 郵便番号 数字 ７ 郵便番号を設定する ○    

９ 住所（カナ） 英数 ７５
管理者の住所をカナ文字

で設定する 
    

１０ 

管
理
者 

住所（漢字） 漢字 １２８
管理者の住所を全角文字

で設定する 
○    

１１ 名称（カナ） 英数 ２５
事業所名称をカナ文字で

設定する 
    

１２ 名称（漢字） 漢字 ４０
事業所名称を全角文字で

設定する 
○    

１３ 郵便番号 数字 ７ 郵便番号を設定する ○    

１４ 住所（カナ） 英数 ７５
事業所の住所をカナ文字

で設定する 
    

１５ 住所（漢字） 漢字 １２８
事業所の住所を全角文字

で設定する 
○    

１６ 電話番号 英数 １２
事業所の電話番号を設定

する 
○    

１７ 

事
業
所 

ＦＡＸ番号 英数 １２
事業所の FAX 番号を設定

する 
    

１８ サービス種類コード 数字 ２
サービスの種類を設定す

る 
○ ○ ○ 

※３ 

１９ 指定番号 数字 ２
指定番号を”01”～”99”の
範囲で設定する 

○ ○ ○ 
※６ 

２０ 事業開始年月日 数字 ８

事業開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○   

※２ 
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必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

２１ 事業休止年月日 数字 ８

事業休止年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

２２ 事業廃止年月日 数字 ８

事業廃止年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

  ○ 

※２ 

２３ 事業再開年月日 数字 ８

事業再開年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

２４ 施設等の区分コード 数字 １
施設等の区分をコードで

設定する 
   

※３ 

※４ 

２５ 人員配置区分コード 数字 １
人員配置区分をコードで

設定する 
   

※３ 

※４ 

２６ 特別地域加算の有無 数字 １
特別地域加算の有無をコ

ードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４ 

２７ 
緊急時訪問看護加算の有

無 
数字 １

緊急時訪問看護加算の有

無をコードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４ 

２８ 特別管理体制 数字 １
特別管理体制の対応をコ

ードで設定する 
   

1:対応不可 

2:対応可 

※４ 

２９ 機能訓練指導体制の有無 数字 １
機能訓練指導体制の有無

をコードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４ 

３０ 食事提供体制の有無 数字 １
食事提供体制の有無をコ

ードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※１６

３１ 入浴介助体制の有無 数字 １
入浴介助体制の有無をコ

ードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４ 

３２ 特別入浴介助体制の有無 数字 １
特別入浴介助体制の有無

をコードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※１９

３３ 常勤専従医師配置の有無 数字 １
常勤専従医師配置の有無

をコードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４ 

３４ 医師の配置基準 数字 １
医師の配置基準をコード

で設定する 
   

※３ 

※４ 

３５ 
精神科医師定期的療養指

導の有無 
数字 １

精神科医師定期的療養指

導の有無をコードで設定

する 

   

1:無し 

2:有り 

※４ 

３６ 夜間勤務条件基準 数字 １
夜間勤務条件基準をコー

ドで設定する 
   

※３ 

※４ 

３７ 認知症専門棟の有無 数字 １
認知症専門棟の有無をコ

ードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※１９

３８ 食事提供の状況 数字 １
食事提供の状況をコード

で設定する 
   

※３ 

※４ 

※１６ 
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必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

３９ 送迎体制 数字 １

送迎体制の対応をコード

で設定する    

1:対応不可 

2:対応可 

※４ 

４０ 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（総

合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ施設）の有

無 

数字 １

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（総

合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ施設）の有

無をコードで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※９ 

４１ 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理

学療法Ⅱ）の有無 
数字 １

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理

学療法Ⅱ）の有無をコー

ドで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※９ 

４２ 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理

学療法Ⅲ）の有無 
数字 １

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理

学療法Ⅲ）の有無をコー

ドで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※９ 

４３ 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（作

業療法Ⅱ）の有無 
数字 １

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（作

業療法Ⅱ）の有無をコー

ドで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※９ 

４４ 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（精

神科作業療法）の有無 
数字 １

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（精

神科作業療法）の有無を

コードで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４ 

４５ 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（そ

の他）の有無 
数字 １

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（そ

の他）の有無をコードで

設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４ 

４６ 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの加算状況の

有無 
数字 １

22：短期入所療養介護、

52：介護老人保健施設の

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの加算状況の

有無をコードで設定する

   

1:無し 

2:有り 

※４、※９ 

４７ 療養環境基準 数字 １
療養環境基準をコードで

設定する 
   

※３ 

※４ 

４８ 
医師の欠員による減算の

状況の有無 
数字 １

医師の欠員による減算の

状況の有無をコードで設

定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４ 

４９ 
看護職員の欠員による減

算の状況の有無 
数字 １

看護職員の欠員による減

算の状況の有無をコード

で設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４ 

５０ 
理学療法士の欠員による

減算の状況の有無 
数字 １

理学療法士の欠員による

減算の状況の有無をコー

ドで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４ 

５１ 
作業療法士の欠員による

減算の状況の有無 
数字 １

作業療法士の欠員による

減算の状況の有無をコー

ドで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４ 

５２ 
介護職員の欠員による減

算の状況の有無 
数字 １

介護職員の欠員による減

算の状況の有無をコード

で設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４ 

５３ 
介護支援専門員の欠員に

よる減算の状況の有無 
数字 １

介護支援専門員の欠員に

よる減算の状況の有無を

コードで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４ 

５４ 
介護従業者の欠員による

減算の状況の有無 
数字 １

介護従業者の欠員による

減算の状況の有無をコー

ドで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４ 

５５ 感染対策指導管理の有無 数字 １

感染対策指導管理の有無

をコードで設定する    

1:無し 

2:有り 

※４、※９ 
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必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

５６ 
重症皮膚潰瘍指導管理の

有無 
数字 １

重症皮膚潰瘍指導管理の

有無をコードで設定する    

1:無し 

2:有り 

※４ 

５７ 薬剤管理指導の有無 数字 １

薬剤管理指導の有無をコ

ードで設定する    

1:無し 

2:有り 

※４ 

５８ 
障害者生活支援体制の有

無 
数字 １

障害者生活支援体制の有

無をコードで設定する    

1:無し 

2:有り 

※４ 

５９ 
生活保護法による指定の

有無 
数字 １

生活保護法第 54 条の 2

による介護機関の指定等

の有無を設定する 

   

1:指定無し 

2:指定有り 

※４ 

６０ 地域区分コード 数字 １

厚生労働省の定める事業

所が所在する地域に該当

する区分をコードで設定

する 

○   ※３ 

６１ 登録保険者番号 数字 ６

基準該当事業所、又は、

地域密着型事業所を登録

した保険者の番号を設定

する 

   

※７ 

６２ 受領委任の有無 数字 １
受領委任の有無をコード

で設定する 
   

1:無し 

2:有り 

６３ 登録開始年月日 数字 ８

登録開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

６４ 

基
準
該
当
・
地
域
密
着
型 

登録終了年月日 数字 ８

登録終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

６５ 時間延長サービス体制 数字 １
時間延長サービス体制を

コードで設定する    
※３ 

※４、※８ 

６６ 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制 数字 １
個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

をコードで設定する    
※３、※４、

※８、※１９

６７ 居住費対策 数字 １

居住費対策の対応をコー

ドで設定する 
   

1:対応不可 

2:対応可 

※４、※８、

※１６ 

６８ 夜間ケアの有無 数字 １

夜間ケアの有無をコード

で設定する    

1:無し 

2:有り 

※４、※８ 

６９ 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ機能強化の有

無 
数字 １

22：短期入所療養介護、

52：介護老人保健施設の

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの機能強化の

有無をコードで設定する

   

1:無し 

2:有り 

※４、※10 

７０ 

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ施設）

の有無 

数字 １

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ施設）

の有無をコードで設定す

る 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※10 

７１ 
個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（理学療法Ⅱ）の有無 
数字 １

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（理学療法Ⅱ）の有無を

コードで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※10、

※１９ 
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必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

７２ 
個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（理学療法Ⅲ）の有無 
数字 １

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（理学療法Ⅲ）の有無を

コードで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※10、

※１９ 

７３ 
個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（作業療法Ⅱ）の有無 
数字 １

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（作業療法Ⅱ）の有無を

コードで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※10、

※１９ 

７４ 

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（言語聴覚療法Ⅰ）の有

無 

数字 １

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（言語聴覚療法Ⅰ）の有

無をコードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※10、

※１９ 

７５ 

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（言語聴覚療法Ⅱ）の有

無 

数字 １

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（言語聴覚療法Ⅱ）の有

無をコードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※10、

※１９ 

７６ 
言語聴覚士の欠員による

減算の状況の有無 
数字 １

言語聴覚士の欠員による

減算の状況の有無をコー

ドで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※８ 

７７ 栄養管理の評価 数字 １
栄養管理の評価をコード

で設定する    
※４、※１７

７８ 
社会福祉法人軽減事業実

施の有無 
数字 １

社会福祉法人軽減事業実

施の有無をコードで設定

する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※１７

７９ 特定事業所加算の有無 数字 １

特定事業所加算の有無を

コードで設定する 

   

1:無し 

2:加算Ⅰ 

3:加算Ⅱ 

4:加算Ⅲ 

※４、※１８

８０ 
若年性認知症ケア体制の

有無 
数字 １

若年性認知症ケア体制の

有無をコードで設定する    

1:無し 

2:有り 

※４、※１８

８１ 
運動器機能向上体制の有

無 
数字 １

運動器機能向上体制の有

無をコードで設定する    

1:無し 

2:有り 

※４、※１８

８２ 
栄養マネジメント体制の

有無 
数字 １

栄養マネジメント体制の

有無をコードで設定する    

1:無し 

2:有り 

※４、※１８

８３ 口腔機能向上体制の有無 数字 １

口腔機能向上体制の有無

をコードで設定する    

1:無し 

2:有り 

※４、※１８

８４ 
事業所評価加算（申出）

の有無 
数字 １

事業所評価加算（申出）

の有無をコードで設定す

る 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※１８

８５ 
事業所評価加算（決定）

の有無 
数字 １

事業所評価加算（決定）

の有無をコードで設定す

る 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※１８

８６ 緊急受入体制の有無 数字 １

緊急受入体制の有無をコ

ードで設定する    

1:対応不可 

2:対応可 

※４、※１８

８７ オンコール体制の有無 数字 １

オンコール体制の有無を

コードで設定する    

1:対応不可 

2:対応可 

※４、※１８
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※２： 「インタフェース仕様書 共通編(P.42) 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。 

※３： 「インタフェース仕様書 共通編(P.31) 1.4 コード一覧」参照。 

※４： サービス種類等により体制の無い加算については“０”または“NULL”を設定する。 

※５： 欠番 

※６： 同一事業所番号、同一サービス種類において複数の登録内容がある以下に掲げる場合等

には、登録内容ごとに「０１」～「９９」までのそれぞれ一意となる番号を指定して登録する。 

訪問介護で複数の類型のサービス提供を行う場合 

異動年月日が平成１８年３月３１日以前の通所介護で一般型と認知症型の両方の単位を

有する場合 

介護老人福祉施設で従来型と居住福祉型が 1 つの施設内に混在する場合 

介護療養型医療施設等で病棟により体制等状況が異なる場合 

※７： 当該サービスに係わる事業所を登録した市町村のコードを設定する。 

※８： 処理年月が平成 15 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 15 年 4 月以前

の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとし

て台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 15 年 3 月 31 日以前の情報は、未

設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行なう。 

※９： 異動年月日が平成 15 年 3 月 31 日以前の場合、設定可とし平成 15 年 4 月 1 日以降の情

報に設定した場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※10： 異動年月日が平成 15 年 3 月 31 日以前の場合、本項目の設定は不要（省略可能）とする。

設定された場合、属性及び桁数等のシステムチェックは行わず、省略されたものとみなす。 

※11： 処理年月が平成 16 年 2 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 16 年 1 月以 

前の場合、本項目の設定は不要とし、平成 15 年介護報酬改定用のインタフェースとする。

設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 15 年

12 月 31 日以前の情報は、未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常の

チェックを行なう。 

※12： 事業所異動連絡票情報のサービス種類コードが“43:居宅支援”の場合に設定する。その

他のサービス種類コードでは設定不可とする。 

※13： 事業所異動連絡票情報のサービス種類コードが“11:訪問介護”の場合に設定する。その

他のサービス種類コードでは設定不可とする。 

※14： 「インタフェース仕様書 共通編(P.42) 1.5 留意事項：「訪問介護員数（常勤換算後の人

数）」欄」参照。 

※15： 事業所異動連絡票情報のサービス種類コードが“21: 短期生活”、“22: 短期老健”、“23: 

短期医療”、“32: 認知症型”、“33: 特定施設”、“51: 福祉施設”、“52: 老健施設”、“53: 医

療施設”、“24:予防短期生活”、“25:予防短期老健”、“26:予防短期医療”、“35:予防特定施

設”、 “36:地域密着特定施設”、“54:地域密着福祉施設”、 “37：予防認知症型”、“38：認

知症型短期利用”、“39：予防認知症型短期利用”の場合に設定する。その他のサービス

種類コードでは設定不可とする。 

※16： 異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の場合、設定可とし、平成 17 年 10 月 1 日以降の

情報に設定した場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※17： 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 17 年 10 月以 
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前の場合、本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラ

ーとして台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の情報は、

未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行なう。 

※18： 処理年月が平成 18 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 18 年 4 月以 

前の場合、本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラ

ーとして台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 18 年 3 月 31 日以前の情報は、

未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行なう。 

※19： 異動年月日が平成 18 年 3 月 31 日以前の場合、設定可とし、平成 18 年 4 月 1 日以降の

情報に設定した場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 
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 （３） 事業所異動連絡票情報（介護支援専門員情報） 

必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４

事業所異動連絡票情報

（介護支援専門員情報）

の識別番号を設定する 

○ ○ ○ “5215”固定 

２ 異動年月日 数字 ８

介護支援専門員の指定等

に関して取得または変更

等が生じた日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ ○ ○ ※２ 

３ 異動区分コード 数字 １
異動区分コードを設定す

る 
○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２
介護支援専門員情報の異

動事由を設定する 
○ ○ ○ 

01:就労開始

02:専門員証

更新・再交付

03:登録消除

99:その他異

動 

５ 事業所番号 数字 １０

介護支援専門員が就労す

る居宅介護支援事業所、

または、地域包括支援セ

ンターの事業所番号を設

定する 

○ ○ ○  

６ 介護支援専門員番号 数字 ８
介護支援専門員番号を設

定する 
○ ○ ○  

７ 就労開始年月日 数字 ８

就労開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○   ※２ 

８ 就労終了年月日 数字 ８

就労終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 
  ○ ※２ 

９ 資格有効終了年月日 数字 ８

介護支援専門員証の有効

終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する

○    

１０ 主任ケアマネ資格の有無 数字 １
主任ケアマネ資格の有無

をコードで設定する 
   1:無し 

2:有り 

※１： 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２： 「インタフェース仕様書 共通編(P.42) 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。 
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・集計情報レコード（複数レコード） 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 交換情報識別番号を設定する ※１    

２ レコード種別コード 数字 ２
１０を設定する 

（集計情報レコード） 

 

３ サービス提供年月 数字 ６
請求対象となるサービス提供年月

（西暦年月(YYYYMM)）を設定する 

※２  

４ 事業所番号 数字 １０
請求を行ったサービス事業所等の

事業所番号を設定する 

※３    

５ 証記載保険者番号 数字 ８
被保険者証記載の保険者番号を設

定する 

※３    

６ 被保険者番号 英数 １０
被保険者証記載の被保険者の被保

険者番号を設定する 

※３    

７ サービス種類コード 数字 ２
集計を行うサービス種類コードを

設定する 

※３    

８ サービス実日数 数字 ２
該当サービス種類の実日数を設定

する 

※ Ｓ 

※ ５ 

９ 計画単位数 数字 ６
該当サービス種類の計画単位数を

設定する 

※６ 

※ Ｓ 

１０ 限度額管理対象単位数 数字 ６
該当サービス種類の集計限度額管

理対象単位数を設定する 

※６ 

※ Ｓ 

１１ 限度額管理対象外単位数 数字 ６
該当サービス種類の集計限度額管

理対象外単位数を設定する 

※６ 

※ Ｓ 

１２ 短期入所計画日数 数字 ２ 入所期間の計画日数を設定する ※ Ｓ 

１３ 短期入所実日数 数字 ２
入所期間中の実入所日数を設定す

る 

※ Ｓ 

１４ 単位数合計 数字 ８
保険給付対象単位数を設定する ※６ 

※ Ｓ 

１５ 単位数単価 数字 ４
単位数単価を設定する ※ ４    

※ Ｓ 

１６ 請求額 数字 ９ 保険請求額を設定する ※Ｓ 

１７ 

保
険 

利用者負担額 数字 ８ 利用者負担額を設定する ※Ｓ 

１８ 単位数合計 数字 ６
公費１単位数合計を設定する ※Ｓ 

１９ 請求額 数字 ９ 公費１請求額を設定する ※Ｓ 

２０ 

公
費
１ 

本人負担額 数字 ６ 公費１本人負担額を設定する ※Ｓ 

２１ 単位数合計 数字 ６
公費２単位数合計を設定する ※Ｓ 

２２ 請求額 数字 ９ 公費２請求額を設定する ※Ｓ 

２３ 

公
費
２ 

本人負担額 数字 ６ 公費２本人負担額を設定する ※Ｓ 

２４ 単位数合計 数字 ６
公費３単位数合計を設定する ※Ｓ 

２５ 請求額 数字 ９ 公費３請求額を設定する ※Ｓ 

２６ 

公
費
３ 

本人負担額 数字 ６ 公費３本人負担額を設定する ※Ｓ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

２７ 単位数合計 数字 ８

緊急時施設療養費の場合保険分緊

急時施設療養費点数合計を設定す

る 

特定診療費の場合保険分特定診療

費単位数合計を設定する 

※Ｓ 

２８ 請求額 数字 ９

緊急時施設療養費の場合緊急時施

設療養費請求額を設定する 

特定診療費の場合、保険分特定診療

費請求額を設定する 

※Ｓ 

２９ 

保
険
分
出
来
高
医
療
費 

出来高医療費利用者

負担額 
数字 ８

緊急時施設療養費の場合保険分緊

急時施設療養費利用者負担額を設

定する 

特定診療費の場合、保険分特定診療

費利用者負担額を設定する 

※Ｓ 

３０ 単位数合計 数字 ８

緊急時施設療養費の場合 

公費１分緊急時施設療養費点数合

計を設定する 

特定診療費の場合、公費１分特定診

療費単位数合計を設定する 

※Ｓ 

３１ 請求額 数字 ９

緊急時施設療養費の場合 

公費１分緊急時施設療養費請求額

を設定する 

特定診療費の場合、公費１分特定診

療費請求額を設定する 

※Ｓ 

３２ 

公
費
１
分
出
来
高
医
療
費 

出来高医療費本人負

担額 
数字 ８

緊急時施設療養費の場合公費１分

緊急時施設療養費本人負担額を設

定する 

特定診療費の場合、公費１分特定診

療費本人負担額を設定する 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

３３ 単位数合計 数字 ８

緊急時施設療養費の場合 

公費２分緊急時施設療養費点数合

計を設定する 

特定診療費の場合、公費２分特定診

療費単位数合計を設定する 

※Ｓ 

３４ 請求額 数字 ９

緊急時施設療養費の場合 

公費２分緊急時施設療養費請求額

を設定する 

特定診療費の場合、公費２分特定診

療費請求額を設定する 

※Ｓ 

３５ 

公
費
２
分
出
来
高
医
療
費 

出来高医療費本人負

担額 
数字 ８

緊急時施設療養費の場合公費２分

緊急時施設療養費本人負担額を設

定する 

特定診療費の場合、公費２分特定診

療費本人負担額を設定する 

※Ｓ 

３６ 単位数合計 数字 ８

緊急時施設療養費の場合 

公費３分緊急時施設療養費点数合

計を設定する 

特定診療費の場合、公費３分特定診

療費単位数合計を設定する 

※Ｓ 

３７ 請求額 数字 ９

緊急時施設療養費の場合 

公費３分緊急時施設療養費請求額

を設定する 

特定診療費の場合、公費３分特定診

療費請求額を設定する 

※Ｓ 

３８ 

公
費
３
分
出
来
高
医
療
費 

出来高医療費本人負

担額 
数字 ８

緊急時施設療養費の場合公費３分

緊急時施設療養費本人負担額を設

定する 

特定診療費の場合、公費３分特定診

療費本人負担額を設定する 

※Ｓ 

※ １ 設定する内容は様式による。様式と交換情報識別番号の対応は P15 を参照のこと。 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※ ４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢単位数単価｣欄」参照。(P.42) 

※ ５ サービス提供年月が平成１４年１月以降の短期入所サービスについて、請求明細書様式第三、第四、第五

上の短期入所実日数を設定する。なお、サービス提供年月が平成 13 年 12 月以前のサービスについて設定が 

  あった場合、無視される。 

※ ６ サービス提供年月が平成１８年４月以降の特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護

について、外部サービス利用型である場合には、項番９「計画単位数」には外部利用型給付上限単位数、項番

１０「限度額管理対象単位数」には外部利用型上限管理単位数を設定する。項番１４「単位数合計」には項番９

と項番１０のいずれか低い方の単位数を設定する。 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

    なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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以下は様式第六の一～六についての抜粋 
集計情報レコード（複数レコード） 

項番 項目名 

様
式
第
六
の
一 

様
式
第
六
の
二 

様
式
第
六
の
三 

様
式
第
六
の
四 

様
式
第
六
の
五 

様
式
第
六
の
六 

備考 

１ 交換情報識別番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

２ レコード種別コード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

３ サービス提供年月 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  
４ 事業所番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

５ 証記載保険者番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

６ 被保険者番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

７ サービス種類コード 

◎

32

固

定 

◎

37 

固

定 

◎

*4 

 

◎

35

固

定 

◎ 

38

固

定 

◎ 

39

固

定 

 

８ サービス実日数     ◎ ◎  

９ 計画単位数   
◎

*5 

◎

*5 
◎ ◎ 

 

１０ 限度額管理対象単位数   
◎

*5 

◎

*5 
◎ ◎ 

 

１１ 限度額管理対象外単位数     ◎ ◎  
１２ 短期入所計画日数        

１３ 短期入所実日数        
１４ 単位数合計 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  
１５ 単位数単価 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

１６ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

１７ 

保
険 

利用者負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○  
１８ 単位数合計 ○ ○ ○ ○ ○ ○  
１９ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

２０ 

公
費
１ 

本人負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

２１ 単位数合計 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

２２ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○  
２３ 

公
費
２ 

本人負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○  
２４ 単位数合計 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

２５ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

２６ 

公
費
３ 

本人負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○  



- ２２ - 

 

項番 項目名 

様
式
第
六
の
一 

様
式
第
六
の
二 

様
式
第
六
の
三 

様
式
第
六
の
四 

様
式
第
六
の
五 

様
式
第
六
の
六 

備考 

２７ 単位数合計       
 

２８ 請求額       
 

２９ 

保
険
分
出
来
高
医

療
費 

出来高医療費利用者負担額       
 

３０ 単位数合計       
 

３１ 請求額       
 

３２ 

公
費
１
分
出
来
高
医

療
費 

出来高医療費本人負担額       
 

３３ 単位数合計       
 

３４ 請求額       
 

３５ 

公
費
２
分
出
来
高
医

療
費 

出来高医療費本人負担額       
 

３６ 単位数合計       
 

３７ 請求額       
 

３８ 

公
費
３
分
出
来
高
医

療
費 

出来高医療費本人負担額       
 

*4 特定施設入所者生活介護の場合３３固定とする。地域密着型特定施設入所者生活介護の場合３６固定とす

る。 

*5 外部利用型サービスの場合、必須とする。 

 
凡例 ◎…必須項目 ○…請求内容により設定する項目 空白…設定不要 
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 （３） ケアプラン目標達成情報 

 
ケアプラン目標達成情報受け渡し概要 

地域包括支援センター 国保連合会 

   

 

 

1. 国保連合会は、毎年 12 月に 11 月審査分までの給

付実績、受給者台帳等により、事業所評価加算の

申し出がある事業所にて 3 ヶ月以上連続して選択

的サービスを受けており、かつ、要支援認定を更新

して要介護度が維持であった受給者の情報を抽出

し、ケアプラン目標達成情報登録対象者一覧表情

報を作成し、地域包括支援センターに送付する。 

 

    

2. 地域包括支援センターは、ケアプラン目標達成情

報登録対象者一覧表情報に基づき、国保連合会に

ケアプラン目標達成情報を提出する。 

 

 
3. 国保連合会は、受け付けたケアプラン目標達成情

報（伝送、磁気、帳票のいずれかで受付）の受付チ

ェックを実施し、エラーを発見した場合は地域包括

支援センターへ再提出を依頼する。 

 

4. 地域包括支援センターは、エラー内容の修正を行

い、再度、国保連合会に提出する。（以降、エラー

が無くなるまで繰り返す） 

 

5. 受付チェックしたケアプラン目標達成情報をケアプ

ラン目標達成者台帳に登録する。エラーを発見し

た場合は地域包括支援センターにエラー内容を確

認し、エラーを修正する。 

    

6. 地域包括支援センターは、国保連合会が保有して

いるケアプラン目標達成情報の出力を依頼する。 

 

 
7. 地域包括支援センターからの出力依頼により、ケ

アプラン目標達成者台帳の内容を出力し、送付す

る。 

 

備考 
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インタフェース一覧 
 

ケアプラン目標達成情報（入力帳票） 
 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

（1） 8311 

ケアプラン目標達

成情報 

国保連合会より送付され

たケアプラン目標達成情

報登録対象者一覧表情報

のうち、ケアプランに位置

付けられた目標を達成し

た受給者の情報 

地域包

括支援

ｾﾝﾀｰ 

→ 

国保 

連合会

年次 伝送 

磁気 

帳票 

 
 受付媒体種別 

種別 帳票名 伝送 磁気 帳票 
ケアプラン目

標達成情報 
ケアプラン目標達成情報 

○ ○ ○ 

○ … 必須、× … 不要、◎ … 必須かつ紙媒体受付の際の入力対象 
 

 

ケアプラン目標達成情報（出力帳票） 
 

出力形式 
項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

CSV 帳票形式

(1) 8321 

ケアプラン目標達

成情報登録対象者

一覧表情報 

事業評価加算の申し出が

ある事業所にて 3 ヶ月以

上連続して選択的サービ

スを受けており、かつ、要

介護認定を更新して要介

護度が維持であった受給

者の情報 

国保 

連合会

→ 

地域包

括支援

ｾﾝﾀｰ 

年次 伝送 

帳票 

○ 

○ 

汎用紙

Ａ４ヨコ

(2) 8331 

ケアプラン目標達

成者台帳情報 

国保連保有のケアプラン

目標達成情報 

国保 

連合会

→ 

地域包

括支援

ｾﾝﾀｰ 

依頼時 伝送 

帳票 

○ 

○ 

汎用紙

Ａ４ヨコ

 

 出力媒体種別 
種別 帳票名 伝送受付 磁気受付 帳票受付 

ケアプラン目標達成情報登

録対象者一覧表情報 

ケアプラン目

標達成 
ケアプラン目標達成者台帳

情報 

伝送 帳票 
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インタフェース項目 
ケアプラン目標達成情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

1 交換情報識別番号 英数 ４

ケアプラン目標達成情報の

交換情報識別番号を設定す

る 

○ 

“ 8311 ” 固

定 

２ 事業所番号 数字 １０
地域包括支援センターの事業

所番号を設定する 
○ 

※１  

３ 証記載保険者番号 数字 ８
被保険者証記載の保険者番

号を設定する 
○ 

※１  

４ 被保険者番号 英数 １０
被保険者証記載の被保険者

番号を設定する 
○ 

※１  

５ ケアプラン目標作成年月日 数字 ８

目標を設定したケアプランの

作 成 年 月 日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ 

※３  

６ 
ケアプラン目標達成情報届

出年月日 
数字 ８

ケアプラン目標達成情報の届

出 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ 

※３  

７ サービス種類コード 数字 ２
評価の対象となるサービス種

類コードを設定する 
○ 

※１  

８ 
事業所番号 

（サービス事業所） 
数字 １０

評価の対象となるサービスを

提供したサービス事業所番号

を設定する 

○ 

※１  

９ サービス提供開始年月 数字 ６

評価の対象となるサービスの

提供を開始した年月（西暦年

月(YYYYMM)）を設定する 

○ 

※２  

 

１０ サービス提供終了年月 数字 ６

評価の対象となるサービスの

提供を終了した年月（西暦年

月(YYYYMM)）を設定する 

○ 

※２  

 

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。（P.31） 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢年月日｣欄」参照。(P.42) 
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ケアプラン目標達成情報登録対象者一覧表情報 

・ヘッダレコード 

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 交換情報識別番号を設定する “8321”固定 

２ 帳票レコード種別 英数 ２ “H1”固定  

３ 事業所番号 数字 １０
地域包括支援センターの事業

所番号を出力する 

※３ 

４ 事業所名 漢字 ４０
地域包括支援センター名を出

力する 

 

５ 作成年月日 数字 ８
作成年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を出力する 

※２   

６ 頁 数字 ９ “1”固定  

７ 国保連合会名 漢字 ３０ 国保連合会名を出力する  

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月日｣欄」参照。(P.42) 

※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

 

・明細レコード（複数レコード） 

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 交換情報識別番号を設定する “8321”固定 

２ 帳票レコード種別 英数 ２ “D1”固定  

３ 証記載保険者番号 数字 ８
被保険者証に記載された保険

者番号を出力する 

※１  

４ 証記載保険者名 漢字 ４０
被保険者証に記載された保険

者名を出力する 

 

５ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を出力する ※１  

６ 被保険者カナ氏名 英数 ２５
被保険者カナ氏名（半角カタカ

ナ）を出力する 

半角カタカナ 

７ サービス種類コード 数字 ２
評価の対象となるサービス種類

コードを設定する 

※１  

８ 
事業所番号 

（サービス事業所） 
数字 １０

評価の対象となるサービスを提

供したサービス事業所番号を設

定する 

※１  

９ サービス提供開始年月 数字 ６

評価の対象となるサービスの提

供を開始した年月（西暦年月

(YYYYMM)）を設定する 

※２  

 

１０ サービス提供終了年月 数字 ６

評価の対象となるサービスの提

供を終了した年月（西暦年月

(YYYYMM)）を設定する 

※２  

 

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。（P.31） 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢年月｣欄」参照。(P.42) 
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＜＜２－４．保険者インタフェース＞＞ 
 （１） 受給者異動連絡票情報 

 
必須入力※１ 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 終了 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４
受給者異動連絡票情報の識

別番号を設定する 
○ ○ ○ 

“5311”固定 

２ 異動年月日 数字 ８

受給者の資格を取得または

変更等が生じた年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ ○ ○ 

※２ 

※１５ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２
受給者情報の異動事由を設

定する 
○ ○ ○ 

※５ 

５ 証記載保険者番号 数字 ６
被保険者証記載の保険者番

号を設定する 
○ ○ ○ 

※５ 

６ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する ○ ○ ○ 
※５ 

７ 被保険者氏名（カナ） 英数 ２５
被保険者氏名をカナ文字で

設定する 
○   

※１４ 

８ 生年月日 数字 ８
生 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

９ 性別コード 数字 １ 性別コードを設定する ○   ※５ 

１０ 資格取得年月日 数字 ８
資格取得年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

１１ 資格喪失年月日 数字 ８
資格喪失年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
   

※２ 

１２ 老人保健市町村番号 数字 ８
老人保健市町村番号を設定

する 
   

※１２ 

１３ 老人保健受給者番号 数字 ７
老人保健受給者番号を設定

する 
   

※１２ 

１４ 公費負担者番号 数字 ８

福祉事務所番号を設定する 

福祉事務所からの異動情報

提出時のみ設定する 

   

※５ 

１５ 
広域連合（政令市）保険

者番号 
数字 ６

受給者が広域連合又は政令

市の市町村（行政区）に属す

る場合にのみ広域連合又は

政令市の保険者番号を設定

する 

   

※５ 

１６ 申請種別コード 数字 １ 申請種別コードを設定する    
※５ 

１７ 変更申請中区分コード 数字 １
変更申請中区分コードを設

定する 
   

※４ 

※５ 

１８ 申請年月日 数字 ８

要介護状態区分の変更を申

請した年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

   ※２ 

１９ みなし要介護区分コード 数字 １
みなし要介護区分コードを

設定する 
○   

※５ 

※９ 
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必須入力※１ 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 終了 
備考 

２０ 要介護状態区分コード 数字 ２
要介護状態区分コードを設

定する 
○   

01:非該当 

11: 要 支 援

（経過的要

介護）※２２

12:要支援１

13:要支援２

21:要介護１

22:要介護２

23:要介護３

24:要介護４

25:要介護５

２１ 
認定有効期間（開始年月

日） 
数字 ８

認定有効期間の開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD) 

）を設定する 

○   

※２ 

２２ 
認定有効期間（終了年月

日） 
数字 ８

認定有効期間の終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD) 

）を設定する 

○   

※２ 

２３ 
居宅サービス計画作成区

分コード 
数字 １

居宅介護支援事業者、自己作

成、または、介護予防支援事

業所の区分を設定する 

   

1:居宅介護

支援事業所

作成 

2:自己作成 

3: 介護予防

支援事業所

作成 

※６ 

２４ 
居宅介護支援事業所（介

護予防支援事業所）番号 
数字 １０

居宅介護支援事業所または

介護予防支援事業所の番号

を設定する 

 

   

※５ 

※６ 

２５ 
居宅サービス計画適用開

始年月日 
数字 ８

居宅サービス計画の適用開

始 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

   

※２ 

※１３ 

２６ 
居宅サービス計画適用終

了年月日 
数字 ８

居宅サービス計画の適用終

了 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

   

※２ 

２７ 支給限度基準額 数字 ６

被保険者証記載の訪問通所

サービス、又は、介護予防サ

ービスの支給限度基準額を

単位数で設定する 

 

○   

※７ 

※Ｓ 

２８ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８

訪問通所、又は、介護予防支

給限度基準額管理期間の適

用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

○   

※２ 

２９ 

訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス
・
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス 

上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８

訪問通所、又は、介護予防支

給限度基準額管理期間の適

用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

○   

※２ 
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必須入力※１ 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 終了 
備考 

３０ 支給限度基準額 数字 ３

被保険者証記載の短期入所

サービス支給限度基準額を

日数で設定する 
   

※８ 

※ １６ 

※ Ｓ 

３１ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※ ２ 

※ １６ 

３２ 

短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※ ２ 

※ １６ 

３３ 
公費負担上限額減額の有

無 
数字 １

公費負担上限額減額の有無

を設定する 
○   

※５ 

３４ 償還払化開始年月日 数字 ８
償還払化開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する
   

※２ 

３５ 償還払化終了年月日 数字 ８
償還払化終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する
   

※２ 

３６ 給付率引下げ開始年月日 数字 ８

給付率引下げ開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

３７ 給付率引下げ終了年月日 数字 ８

給付率引下げ終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

３８ 減免申請中区分コード 数字 １
減免申請中区分コードを設

定する 
   

※５ 

※１１ 

３９ 
利用者負担区分コ

ード 
数字 １

利用者負担区分コードを設

定する    
※５ 

※１０ 

４０ 給付率 数字 ３

利用者負担減免等により給

付率が変更された場合に１

００分の○○○で設定する 

 

   

※１０ 

４１ 適用開始年月日 数字 ８

給付率の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

 

   

※２ 

※１０ 

４２ 

利
用
者
・
旧
措
置
入
所
者
利
用
者
負
担 適用終了年月日 数字 ８

給付率の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

 

   

※２ 

※１０ 

４３ 
標準負担区分コー

ド 
数字 １

標準負担区分コードを設定

する    

※５ 

※１０ 

※１８ 

４４ 負担額 数字 ５

負担額を設定する 

   

※１０ 

※１７ 

※１８ ※Ｓ

４５ 
負担額適用開始年

月日 
数字 ８

負担額適用開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

   

※２ 

※１０ 

※１８ 

４６ 

標
準
負
担
・
特
定
標
準
負
担 負担額適用終了年

月日 
数字 ８

負担額適用終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

   

※２ 

※１０ 

※１８ 
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必須入力※１ 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 終了 
備考 

４７ 
特定入所者認定申

請中区分コード 
数字 １

特定入所者認定申請中区分

コードを設定する 
   

※５ 

※１９ 

４８ 
特定入所者介護サ

ービス区分コード 
数字 １

特定入所者介護サービス区

分コードを設定する 
   

※５ 

※１９ 

４９ 
課税層の特例減額

措置対象 
数字 １

利用者負担第４段階の者で

当該措置該当の有無をコー

ドで設定する 

   

※５ 

※１９ 

５０ 食費負担限度額 数字 ４

食費負担限度額を設定する 

   

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

５１ 

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額 

数字 ４

居住費（ユニット型個室）負

担限度額を設定する    

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

５２ 

居住費（ユニット

型準個室）負担限

度額 

数字 ４

居住費（ユニット型準個室）

負担限度額を設定する    

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

５３ 

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額 

数字 ４

居住費（従来型個室（特養

等））負担限度額を設定する    

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

５４ 

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額 

数字 ４

居住費（従来型個室（老健、

療養等））負担限度額を設定

する 

   

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

５５ 
居住費（多床室）

負担限度額 
数字 ４

居住費（多床室）負担限度額

を設定する    

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

 

５６ 

負担限度額適用開

始年月日 
数字 ８

負担限度額適用開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

   

※２ 

※１９ 

５７ 

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

負担限度額適用終

了年月日 
数字 ８

負担限度額適用終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

   

※２ 

※１９ 

５８ 軽減率 数字 ４
社会福祉法人軽減の軽減率

を設定する    
※１９ 

※２１ 

５９ 
軽減率適用開始年

月日 
数字 ８

軽減率の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※１９ 

６０ 

社
会
福
祉
法
人
軽
減
情
報 

軽減率適用終了年

月日 
数字 ８

軽減率の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※１９ 

※１： 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２： 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３： （欠番） 

※ ４： 受給者が要介護状態区分の変更を申請し、当該申請月内に保険者が決定できない場合は、申

請月の異動情報に“2:申請中”を設定する。その後、申請月の翌月以降（決定月）に決定した場

合は“3:決定済み”を設定し、申請が却下された場合等については"1:申請無し"を設定する。 

要介護状態区分の変更等の申請が無い場合は何も設定しない。 

※ ５： 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※６： 居宅サービス計画作成区分コード（項番２３）が「１（居宅介護支援事業者）」、または、「３（介護

予防支援事業所）」の場合には必須。 
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※７： バウチャー等の利用があり、訪問通所支給限度額の事前切り分けがある場合は、その分を差

し引いた額を設定する。 

※８： 要介護度に応じた限度額を設定。家族介護による短期入所サービスを拡大した場合は、本来

の短期入所の支給限度額に合算して設定する。 

※９： 旧措置入所者（介護保険法施行法第１３条）は”2: みなし認定（旧措置入所者）”を設定する。 

※１０： 項番３９～４２は利用者負担の減免等がある場合に設定する。項番４３～４６は標準負担額の

減免等がある場合に設定する。 

※１１： 受給者が利用者負担の減免等を申請し、当該申請月内に保険者が決定できない場合は、申請

月の異動情報に"2:申請中"を設定する。その後、申請月の翌月以降（決定月）に決定した場合

は"3:決定済み"を設定し、申請が却下された場合等については"1:申請無し"を設定する。 

利用者負担の減免等の申請が無い場合は何も設定しない。 

※１２： 受給者が老人保健受給者の場合にのみ老人保健市町村番号および老人保健受給者番号を設

定する。 

※ １３： 「居宅サービス計画作成区分コード」が自己作成の場合、市町村へ居宅サービス計画作成依

頼の届出日を設定する。また、居宅サービス計画を作成しない場合にあっては「２：自己作成」と

する。 

※ １４： カナ名の設定がない場合にあっては、半角文字のダミーデータ等を設定する。 

※ １５： 要介護認定、減免申請等の申請において、申請日の翌月以降に決定し、当該申請の適用が申

請時に遡って適用される場合は、申請日の属する年月の申請日以降の日付を異動年月日に

設定する。 

※ １６： 認定有効期間開始年月日が平成14 年1月1 日以降の場合、本項目の設定は不要（省略可能）

とする。設定された場合、属性及び桁数等のシステムチェックは行わず、省略されたものとみな

す。なお、認定有効期間開始年月日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、従来通り（異動区

分”1:新規”または当該項目に変更がある場合には設定が必要）とする。 

※１７： 異動年月日が平成 15 年 4 月 1 日以降平成 17 年 9 月 30 日以前の場合、本項目は、小規模生

活単位型サービスの算定にも使用する。 

※１８： 異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の場合、設定可とし平成 17 年 10 月 1 日以降の情報

に設定した場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※１９： 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 17 年 10 月以前の

場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳へ

の登録は行わない。また、異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の情報は、未設定であっても

エラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。 

※２０： 認定が行われなかった居住費もしくは食費の負担限度額には、その全てに“9999”を設定す

る。 

※２１： 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「軽減率」欄」参照。(P.42) 

※２２： 処理年月が平成 18 年 5 月以降の場合、経過的要介護と見なす。なお、当該要支援状態にて、

認定有効期間が平成 18 年 4 月 1 日をまたぐものについては、その他の異動が発生しない場合は

異動情報の再送付は不要。（連合会審査においては経過的要介護と見なす。） 

※Ｓ： 固定長形式で表現する場合の「符号付きアンパック（ゾーン）１０進数形式項目〔以下：符号付き

形式項目〕」。なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なしアンパック（ゾーン）１０

進数形式項目〔以下：符号なし形式項目〕」である。 
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 （２） 市町村固有異動連絡票情報 

 
必須入力※１ 

項番 項目 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 終了 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４
市町村固有異動連絡票情報

の識別番号を設定する 
○ ○ ○ 

“5511”固定 

２ 異動年月日 数字 ８

保険者の支給限度額等に変

更が生じた年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

○ ○ ○ 

※２ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２
市町村固有情報の異動事由

を設定する 
○ ○ ○ 

01（固定値）

５ 保険者番号 数字 ６ 保険者コード ○ ○ ○ 
※３ 

６ 有効開始日 数字 ８
有効開始日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

７ 有効終了日 数字 ８
有効終了日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
  ○ 

※２ 

８ 
訪問通所要介護

１ 
数字 ６

１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

９ 
訪問通所要介護

２ 
数字 ６ 同上 ○   

※Ｓ 

１０ 
訪問通所要介護

３ 
数字 ６ 同上 ○   

※Ｓ 

１１ 
訪問通所要介護

４ 
数字 ６ 同上 ○   

※Ｓ 

１２ 
訪問通所要介護

５ 
数字 ６ 同上 ○   

※Ｓ 

１３ 
短期入所要介護

１ 
数字 ３

６月間の限度額を日数で設

定する 
   

※５ 

※Ｓ 

１４ 
短期入所要介護

２ 
数字 ３ 同上    

※５ 

※Ｓ 

１５ 
短期入所要介護

３ 
数字 ３ 同上    

※５ 

※Ｓ 

１６ 
短期入所要介護

４ 
数字 ３ 同上    

※５ 

※Ｓ 

１７ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
区
分
支
給
限
度
基
準
額 

短期入所要介護

５ 
数字 ３ 同上    

※５ 

※Ｓ 

１８ 要介護１ 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

１９ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

２０ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

２１ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

２２ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給

限
度
基
準
額 

訪
問
介
護 

要介護５ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 
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必須入力※１ 
項番 項目 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 終了 
備考 

２３ 要介護１ 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

２４ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

２５ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

２６ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

２７ 

訪
問
入
浴
介
護 

要介護５ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

２８ 要介護１ 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

２９ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３０ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３１ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

３２ 

訪
問
看
護 

要介護５ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３３ 要介護１ 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

３４ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３５ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

３６ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

３７ 

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン 

要介護５ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３８ 要介護１ 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

３９ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

４０ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

４１ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

４２ 

通
所
介
護 

要介護５ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

４３ 要介護１ 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

４４ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

４５ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

４６ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

４７ 

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 要介護５ 数字 ６ 同上 ○   

※Ｓ 

４８ 要介護１ 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

４９ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

５０ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

５１ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

５２ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

福
祉
用
具
貸
与 

要介護５ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 
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必須入力※１ 
項番 項目 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 終了 
備考 

５３ 要介護１ 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※６ 

※Ｓ 

５４ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

５５ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

５６ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

５７ 

短
期
入
所
生
活
介
護 

要介護５ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

５８ 要介護１ 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※６ 

※Ｓ 

５９ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

６０ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

６１ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

６２ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

短
期
入
所
療
養
介
護 

要介護５ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

６３ 訪問通所 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※８ 

※Ｓ 

６４ 

居
宅
支
援
サ
ー
ビ
ス
費
区

分
支
給
限
度
基
準
額 短期入所 数字 ３

６月間の限度額を日数で設

定する 
   

※５ 

※Ｓ 

６５ 訪問介護 数字 ６
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※８ 

※Ｓ 

６６ 訪問入浴介護 数字 ６ 同上 ○   
※８ 

※Ｓ 

６７ 訪問看護 数字 ６ 同上 ○   
※８ 

※Ｓ 

６８ 
訪問リハビリテ

ーション 
数字 ６ 同上 ○   

※８ 

※Ｓ 

６９ 通所介護 数字 ６ 同上 ○   
※８ 

※Ｓ 

７０ 
通所リハビリテ

ーション 
数字 ６ 同上 ○   

※８ 

※Ｓ 

７１ 福祉用具貸与 数字 ６ 同上 ○   
※８ 

※Ｓ 

７２ 
短期入所生活介

護 
数字 ６ 同上 ○   

※６、※８ 

※Ｓ 

７３ 

居
宅
支
援
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

短期入所療養介

護 
数字 ６ 同上 ○   

※６、※８ 

※Ｓ 

７４ 
基準該当訪問介護サービ

ス費比率 
数字 ３

指定訪問介護ｻｰﾋﾞｽ費支給限

度基準額に対する基準該当ｻ

ｰﾋﾞｽ費の比率を設定する 

○   

※４ 

７５ 
基準該当訪問入浴サービ

ス費比率 
数字 ３

指定訪問入浴ｻｰﾋﾞｽ費支給限

度基準額に対する基準該当ｻ

ｰﾋﾞｽ費の比率を設定する 

○   

※４ 
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 （３） 地域密着型サービスコード情報 

受け渡し概要 
保険者 国保連合会 

    

1. 保険者は、地域密着型サービスの単位数に異

動が発生した場合、国保連合会に地域密着型

サービスコード異動連絡票情報を提出する。 

尚、当月提出分の異動情報に訂正がある場

合は国保連合会に連絡の上、地域密着型サ

ービスコード情報訂正連絡票を提出する。 

 

2. 国保連合会は、受け付けた市地域密着型サ

ービスコード情報異動連絡票等について受付

チェックを行い、エラーを発見した場合は保険

者にデータの再提出を依頼する。 

 3. 保険者は、エラー内容の修正を行い、再度、

国保連合会に提出する。（以降、エラーが無

くなるまで繰り返す） 

 

保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 

 

4. 受付チェックした異動情報及び訂正連絡票を

地域密着型サービスコード情報に登録する。

エラーを発見した場合は保険者にエラー内容

を確認し、エラーを修正する。 

 

5. 

 6. 異動情報・訂正連絡票により、台帳を更新した

結果を保険者に発送する。 

    
7. 保険者は、地域密着型サービスコード情報の

誤りを発見した場合、国保連合会に連絡の

上、地域密着型サービスコード情報訂正連絡

票を提出する。なお、当該訂正が給付実績に

影響がある場合には、過誤の申立も行う。 

 

8. 国保連合会は受け付けた地域密着型サービ

スコード情報訂正連絡票を基に地域密着型サ

ービスコード情報の内容を修正する。その際、

エラーが発生した場合は保険者にエラー内容

を確認し、エラーを修正する。 
保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 

10. 訂正連絡票により、台帳を更新した結果を

保険者に発送する。 

9. 

   

11. 保険者は、国保連合会が保有している地域密

着型サービスコード情報の出力を依頼する。 

尚、出力を依頼する時期は、当月処理分の異

動情報を含まないのであれば、第 1 週とするこ

とも可能。 

12. 保険者からの出力依頼により、地域密着型サ

ービスコード台帳の内容を出力し、送付する。 

備考 
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インタフェース項目 
地域密着型サービスコード情報 

必須入力※１ 
項番 項目 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 終了 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４
地域密着型サービスコード情

報の識別番号を設定する 
○ ○ ○ 

“5F11”固定 

 

２ 異動年月日 数字 ８

地域密着型サービスコード情

報に変更が生じた年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○ ○ ○ 

※２ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２
地域密着型サービスコード情

報の異動事由を設定する 
○ ○ ○ 

01（固定値）

５ 保険者番号 数字 ６ 保険者コード ○ ○ ○ 
※３ 

６ サービス種類コード 数字 ２
サービス種類コードを設定

する 
○ ○ ○ 

 

７ サービス項目コード 数字 ４
サービス項目コードを設定

する 
○ ○ ○ 

 

８ 有効開始日 数字 ８
有効開始日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

９ 有効終了日 数字 ８
有効終了日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
  ○ 

※２ 

１０ 単位数 数字 ４ 単位数を設定する ○    

 

※１： 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２： 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３： 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 
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３． コード一覧（案） 
 

項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 交換情報を識別するための番号 

２ 異動区分コード 数字 １ 1:新規 2:変更 3:終了 

受給者異動事由 数字 ２ 

01:受給資格取得 

02:受給資格喪失 

03:広域連合における受給者の市町村間異動（政令市に

おける受給者の区間異動） 

04:合併による新規 

99:その他異動 

事業所異動事由 数字 ２ 01:固定値（省略可能） 

保険者異動事由 数字 ２ 01:固定値（省略可能） 

広域連合異動事由 数字 ２ 01:固定値（省略可能） 

市町村固有情報異動

事由 
数字 ２ 01:固定値（省略可能） 

３ 

異

動

事

由 

市町村特別給付異動

事由 
数字 ２ 01:固定値（省略可能） 

４ 訂正区分コード 数字 １ 1:（未使用） 2:修正 3:削除 

５ 媒体区分コード 数字 １ 1:伝送 2:MO 3:MT 4:FD （5:紙） 

６ 保険者番号 数字 ６ 

介護保険の保険者番号 

 

 

 

                チェックデジット 

               市区町村コード 

        都道府県コード 

※チェックデジットはモジュラス１０方式とする 

７ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番号 

広域連合（政令市）の場合は市町村コード（行政区番号）

８ 市町村コード 数字 ３ 総務省にて定めるコード 

９ 年号コード 数字 １ 1:明治 2:大正 3:昭和 4:平成 

１０ 保険者区分コード 数字 １ 

1:単独保険者 

2:政令市 

3:広域連合の保険者 

１１ 被保険者番号 英数 １０

介護保険の被保険者番号 

被保険者証記載の被保険者番号が１０桁に満たない場

合は右詰とし、左側を０で埋める 

福祉事務所から提供される生活保護受給者については

先頭の１桁を“H”とすること 

１２ 性別コード 数字 １ 1:男 2:女 

１３ みなし要介護区分コード 数字 １ 

1:通常の認定 

2:みなし認定（旧措置入所者） 

3:やむを得ない事由 

１４ 要介護状態区分コード 数字 ２ 

01:非該当 

11:要支援（経過的要介護） 

12:要支援１   13:要支援２ 

21:要介護１   22:要介護２   23:要介護３ 

24:要介護４   25:要介護５ 

×１ ×２ ×３ ×４ ×５ ×６ 
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

１５ 居宅サービス計画作成区

分コード 
数字 １ 

居宅介護支援事業所作成、自己作成、又は、介護予防支

援事業作成の区分 

1:居宅介護支援事業所作成 

2:自己作成 

3:介護予防支援事業所作成 

１６ 減免申請中区分コード 数字 １ 1:申請無し 2:申請中 3:決定済み  

１７ 申請種別コード 数字 １ 1:新規申請 2:更新申請 3:変更申請 4:職権 

１８ 変更申請中区分コード 数字 １ 1:申請無し 2:申請中 3:決定済み  

１９ 標準負担区分コード 数字 １ 1:標準負担 2:特定標準負担 

２０ 利用者負担区分コード 数字 １ 1:利用者負担 2:旧措置入所者利用者負担 

２１ 世帯所得区分コード 数字 １ 

世帯の所得区分コード 

1:低所得者等以外 

2:市町村民税世帯非課税者等 

3:生活保護 

２２ 所得区分コード 数字 １ 

個人の所得区分コード 

1:低所得者等以外 

2:市町村民税非課税者等 

3:生活保護 

２３ 老齢福祉年金受給の有無 数字 １ 1:受給無し 2:受給有り 

２４ 事業所番号 数字 １０

介護居宅介護支援事業所、指定サービス事業所、基準該

当サービス事業所の事業所番号 

 

 

 

 

 

都道府県コード  郡市区コード 通番 

       事業所区分コード       チェックデジット 

※チェックデジットはモジュラス１０方式とする 

２５ 受領委任の有無 数字 １ 1: 受領委任契約無し 2: 受領委任契約有り 

２６ 指定／基準該当等事業所

区分コード 
数字 １ 

1:指定事業所 

2:基準該当事業所 

3:相当サービス事業所（地域密着型事業所も含む） 

4:その他 

5:地域密着型事業所 

２７ 法人等種別コード 数字 ２ 

01:社会福祉法人（社協以外） 

02:社会福祉法人（社協） 

03:医療法人 

04:民法法人（社団・財団） 

05:営利法人 

06:非営利法人（ＮＰＯ） 

07:農協 

08:生協 

09:その他法人 

10:地方公共団体（都道府県） 

11:地方公共団体（市町村） 

12:地方公共団体（広域連合・一部事務組合等） 

13:非法人 

99:その他 

２８ 居宅サービス区分コード 数字 １ 1:訪問通所 2:短期入所 

×１ ×２ ×３ ×４ ×５ ×６ ×７ ×８ ×９ ×10
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

２９ サービス種類コード 数字 ２ 

11:訪問介護 

12:訪問入浴介護 

13:訪問看護 

14:訪問リハビリテーション 

15:通所介護 

16:通所リハビリテーション 

17:福祉用具貸与 

21:短期入所生活介護 

22:短期入所療養介護（介護老人保健施設） 

23:短期入所療養介護（介護療養型医療施設等） 

24:介護予防短期入所生活介護 

25:介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設） 

26:介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

31:居宅療養管理指導 

32:認知症対応型共同生活介護 

33:特定施設入居者生活介護 

34:介護予防居宅療養管理指導 

35:介護予防特定施設入居者生活介護 

36:地域密着型特定施設入居者介護 

37:介護予防認知症対応型共同生活介護 

38:認知症対応型共同生活介護（短期利用型） 

39:介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用型） 

41:特定福祉用具販売 

42:住宅改修 

43:居宅介護支援 

44:特定介護予防福祉用具販売 

45:介護予防住宅改修 

46:介護予防支援 

51:介護老人福祉施設サービス 

52:介護老人保健施設サービス 

53:介護療養型医療施設サービス 

54:地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

59:特定入所者介護サービス等 

61:介護予防訪問介護 

62:介護予防訪問入浴介護 

63:介護予防訪問看護 

64:介護予防訪問リハビリテーション 

65:介護予防通所介護 

66:介護予防通所リハビリテーション 

67:介護予防福祉用具貸与 

71:夜間対応型訪問介護 

72:認知症対応型通所介護 

73:小規模多機能型居宅介護 

74:介護予防認知症対応型通所介護 

75:介護予防小規模多機能型居宅介護 

81～:その他（市町村特別給付等） 

３０ サービスコード 数字 ６ 

 

 

 

 

              サービス項目コード 

      サービス種類コード 

＊サービス項目コードはサービスの内容・行為を表す 

×１ ×２ ×３ ×４ ×５ ×６ 
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

６３ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理学

療法Ⅲ）の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り ※２ 

６４ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（作業

療法Ⅱ）の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り ※２ 

６５ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（精神

科作業療法）の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

６６ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（その

他）の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

６７ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算状況の有

無 
数字 １ 1:無し 2:有り ※２ 

６８ 医師の欠員による減算の

状況の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

６９ 看護職員の欠員による減

算の状況の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

７０ 理学療法士の欠員による

減算の状況の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

 
７１ 

作業療法士の欠員による

減算の状況の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

７２ 介護職員の欠員による減

算の状況の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

７３ 介護支援専門員の欠員に

よる減算の状況の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

７４ 介護従業者の欠員による

減算の状況の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

７５ 感染対策指導管理の有無 数字 １ 1:無し 2:有り ※２ 

７６ 重症皮膚潰瘍指導管理の

有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

７７ 薬剤管理指導の有無 数字 １ 1:無し 2:有り 

７８ 障害者生活支援体制の有

無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

７９ 保険・公費等区分コード 数字 １ 
1:保険請求 

2:公費請求 
保険・公費等

区分コード 
法別番号 内容 

保険請求 “０”固定 

12: 生 活 保

護 

01:居宅サービス・施設サー

ビス・介護予防サービス・

地域密着型サービス 

02:居宅介護支援・介護予防

支援 

８０ 請求情報区分コード 数字 ２ 

公費請求 

12 以外 “０”固定  

８１ 
市町村特別給付用事業所

番号 
数字 １０

市町村特別給付を行う事業所の事業所番号 

 

 

 

 

 

 

都道府県コード         通番 

         ゼロ固定         チェックデジット 

※都道府県コードは事業所がサービスを行える都道府

県とする 

※チェックデジットはモジュラス１０方式とする 

×１ ×２ ０ ０ ０ ×６ ×７ ×８ ×９ ×10
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

高額介

護サー

ビス等

費 

01:高額介護サービス費 

02:高額介護予防サービス費 

市町村

特別給

付費 

01:市町村特別給付費 

    

特定入

所者介

護サー

ビス等

費 

01:特定入所者介護サービス費 

02:特例特定入所者介護サービス費 

03:特定入所者介護予防サービス費 

04:特例特定入所者介護予防サービス費 

 

 

 

 

              申立理由番号 

      申立対象項目番号 

 

01：給付管理票修正（※４） 

10：サービス種類コードおよびサービス項目コード

で示すサービス 

11：緊急時施設療養費 緊急時療養管理 

12：緊急時施設療養費 リハビリテーション 

13：緊急時施設療養費 処置 

14：緊急時施設療養費 手術 

15：緊急時施設療養費 麻酔 

16：緊急時施設療養費 放射線治療 

平成 15 年 3月以前 
平成 15 年 4月 

以降 

申
立
対
象
項
目
番
号 

21：特定診療費 指導管理等 

22：特定診療費 単純エックス線 

23：特定診療費 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

24：特定診療費 精神科専門療法 

20：特定診療費

101 再審査申立事由コード 英数 ４ 

申
立
理
由
番
号 

01：固定単位数に誤りがある場合 

02：計算に誤りがある場合 

03：給付内容に疑義がある場合 

04：審査内容に疑義がある場合 

05：重複して請求されている場合 

06：適正化による場合 

51：給付管理票の修正（※４） 

99：その他の再審査請求 

 

×１ ×２ ×３ ×４
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

 

 

 

 

              申立理由番号 

      様式番号 

 

102 過誤申立事由コード 英数 ４

様
式
番
号 

10：居宅サービス介護給付費明細書（訪問介護・訪

問入浴介護・訪問看護・訪問リハ・居宅療養管理指

導・通所介護・通所リハ・福祉用具貸与・夜間対応

型訪問介護・認知症対応型通所介護・小規模多機能

型居宅介護） 

11:介護予防サービス介護給付費明細書（介護予防

訪問介護・介護予防訪問入浴介護・介護予防訪問看

護・介護予防訪問リハ・介護予防通所介護・介護予

防通所リハ・介護予防居宅療養管理指導・介護予防

認知症対応型通所介護・介護予防小規模多機能型居

宅介護）※７ 

21：居宅サービス介護給付費明細書(短期入所生活

介護) 

24:介護予防サービス介護給付費明細書（介護予防

短期入所生活介護）※７ 

22：居宅サービス介護給付費明細書(介護老人保健

施設における短期入所療養介護) 

25:介護予防サービス介護給付費明細書（介護老人

保健施設における短期入所療養介護）※７ 

23：居宅サービス介護給付費明細書(病院又は診療

所における短期入所療養介護)  

26:介護予防サービス介護給付費明細書（病院又は

診療所における短期入所療養介護）※７ 

30：居宅サービス介護給付費明細書（認知症対応型

共同生活介護・特定施設入所者生活介護） 

31:介護予防サービス介護給付費明細書（介護予防

認知症対応型共同生活介護）※７ 

32：居宅サービス介護給付費明細書（特定施設入居

者生活介護・地域密着型特定施設入居者介護）※７

33:介護予防サービス介護給付費明細書（介護予防

特定施設入居者生活介護）※７ 

34：居宅サービス介護給付費明細書（認知症対応型

共同生活介護（短期利用型））※７ 

35:介護予防サービス介護給付費明細書（介護予防

認知症対応型共同生活介護（短期利用型）※７ 

40：居宅介護支援介護給付費明細書 

41:介護予防支援介護給付費明細書（介護予防支援）

※７ 

50：施設サービス等介護給付費明細書(介護老人福

祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護)  

60：施設サービス等介護給付費明細書(介護老人保

健施設) 

70：施設サービス等介護給付費明細書(介護療養型

医療施設) 

×１ ×２ ×３ ×４








